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2050年 世界人口の7割が都市住民へ
アジア、アフリカなどの新興国を中心に都市化が進む

 国際連合（国連）は世界の都市部に暮らす人口の割合が2050年までに68％に増えるという予測を公表。

 今後の都市人口の増加の大部分がアジアとアフリカなどの新興国を中心に進むと見られている。
 急速な都市化は大気汚染などの新たな問題の発生も予想され、インフラ整備等の対応が課題に。

（審査確認番号 2018-TＢ78）

国連は5月16日に公表した報告書において、世界の都市部に暮らす人口の割合が2050年までに68％
に増えるという予測を公表しました。1950年代には30％にも及ばなかった都市人口の割合は、現在
約55％にまで上昇しており、急速に進展しています（図表１）。人口の都市部集中により、より良い
教育や医療を受けられる人が増加する一方で、貧富の差が進み、貧しい階層の過密居住地域の拡大懸
念もありそうです。
先進国の多くの都市では人口増加が進展し、すでに成熟状態であることから、今後の都市人口の増加
の大部分がアジアとアフリカなどの新興国で進むものと予想されています。新興国では今後次々に新
しい都市が出現し、人口が集中すると見込まれます。
現在の世界最大の都市圏は、通勤圏である近郊地域を含め人口3,700万人を抱える東京ですが、少子
化の影響等により2028年にはニューデリーに抜かれる見通しです。日本の人口が減少する一方で、イ
ンドの人口は増え続けています。東京に続くのは、ニューデリー（インド）の2,900万人、上海（中
国）の2,600万人、サンパウロ（ブラジル）、メキシコシティ（メキシコ）の2,200万人となっていま
す。国連は、中でもインド、中国、ナイジェリアの３ヵ国の人口増加が特に著しいとみており、増加
全体の３５％を占めると予想しています。
1990年には10都市ほどであった人口1,000万人以上の大都市は現在33都市あり、2030年には43都
市にのぼる見込みです（図表2）。急速な都市化は、交通渋滞や大気汚染などの新たな問題を引き起こ
すことも予想されることから、インフラ整備等の対応が今後の重要な課題となりそうです。
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出所）図表1、図表2は国際連合のデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

図表1：2050年には人口の68％が都市部に住む見込み 図表2： 人口1,000万人以上の都市数は増加傾向

※人口1,000万人以上の大都市圏数の推移（2020年以降は予測値）※地域別都市化率の推移（2020年以降は予測値）
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【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、
特定の有価証券等の勧誘を目的とするものではありません。また、金融商品取引法に基づく開示資料ではあり
ません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してください。

• 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するも
のではありません。

• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
者および許諾者に帰属します。

• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーショ
ンであり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しており
ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
• 投資信託の手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商品を勧誘するものではな
いので、表示することができません。

ニッセイアセットマネジメント株式会社
コールセンター 0120-762-506（受付時間：営業日の午前9時～午後5時）
ホームページ https://www.nam.co.jp/

商 号 等：ニッセイアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者
関東財務局長（金商）第369号

加入協会：一般社団法人投資信託協会
一般社団法人日本投資顧問業協会

＜設定・運用＞

2/2


